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「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けて、校内通信ネット

ワークの整備費用及び児童生徒１人１台端末の導入費用につい

て国庫補助を受け、小中学校においてＩＣＴ環境の整備を行い、

児童生徒のＩＣＴ機器を最大限に活用した授業の推進をしてい

るところである。

しかし、令和元年１２月に同構想が発表されてから３年余が

経過したが、今後、パソコンなどのＩＣＴ機器端末の耐用年数

や経年劣化による故障等による費用が多額になることが予想さ

れ、地方自治体の財政に多大な影響を及ぼすこととなる。また、

子育て世帯の流入により児童生徒数が増加している市では、既

に整備した機器数では不足することや、今後ソフトウェアの更

新、機器の保守管理等の維持に係る経費等の費用について継続

的な財政負担が生じることが見込まれる。

ついては、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて、下記事項

について特段の措置を講じられたい。

記

１ ＩＣＴを活用した教育を安定的に推進するため、ソフト

ウェアや端末の更新費用、端末の修理費用等に係る国の財政

的支援を拡充すること。また、財政支援の際には、地方交付

税による地方財政措置ではなく、恒常的な国庫補助制度によ

る財政支援を行うこと。併せて財政支援の具体的な方針を早

期に示すこと。



２ ＩＣＴ機器の管理・保守、サポートや各学校のインターネ

ット回線利用に係る経費等、ＩＣＴ機器を活用した教育環境

の維持に係る経費について、地域の実情に見合った十分な財

政措置を行うこと。

３ 新たなＩＣＴ機器及びＩＣＴ環境導入に係る費用について、

地域の実情に見合った財政支援を行うこと。
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